
 

 

 

 

  

 

平 成 ２９ 年 度 

 

 

社 会 教 育 主 事 講 習 [Ｂ ] 

 

 

実 施 要 項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       期  間  平成３０年１月２２日～２月２８日 

 

       主  催  国 立 教 育 政 策 研 究 所 

社 会 教 育 実 践 研 究 セ ン タ ー 

 

 

 

 



平成２９年度社会教育主事講習［Ｂ］実施要項 

 

 

１．趣 旨 

  社会教育法第９条の５の規定及び社会教育主事講習等規程に基づき，文部科学省より 

委嘱を受け，社会教育主事となりうる資格を付与することを目的とした講習を実施する 

ものです。 

 

２．主 催 

    国立教育政策研究所社会教育実践研究センター 

 

３．対 象 

    社会教育主事講習等規程第２条の各号の一に該当する方が対象です。 

 

４．定 員 

国立教育政策研究所社会教育実践研究センターを主会場として，インターネットを活

用したライブ配信により，下記の８地方会場でも受講できます。 

なお，地方会場での受講の詳細は「１０．地方会場における受講について」を参照し

てください。 

併せて，受講者の選定制限の取扱いについて，「１３．受講者の選定及び受講者決定

の通知」を参照してください。 

 

          ＜施設名称＞                                  ＜募集予定人数＞ 

     社会教育実践研究センター             【主 会 場】 １２０ 人 

新潟県立生涯学習推進センター           【新 潟 会 場】  ２０ 人 

静岡県教育会館                  【静 岡 会 場】  ２０ 人 

静岡市産学交流センター（計画・演習の一部） 

琴浦町生涯学習センター              【鳥 取 会 場】   ２４ 人 

   島根県立青少年の家［サン・レイク］        【島根東会場】  １０ 人 

島根県立西部社会教育研修センター ［いわみ～る内］【島根西会場】     ５ 人 

広島県立生涯学習センター             【広 島 会 場】   １０ 人 

愛媛県総合教育センター（月曜日）         【愛 媛 会 場】  ２０ 人 

愛媛県生涯学習センター（火～金曜日）                

沖縄県南部合同庁舎生涯学習推進センター      【沖 縄 会 場】   ２０ 人 

 

５．期 間 

    平成３０年１月２２日（月）～ ２月２８日（水） ＜３８日間＞ 

 

６．会 場 

（１）主会場 

      国立教育政策研究所社会教育実践研究センター 

         〒１１０－０００７ 東京都台東区上野公園１２－４３ 

          電 話：０３－３８２３－０２４１（内線６０４） 

          ０３－３８２３－８４２０（直通） 

          ＦＡＸ：０３－３８２３－３００８ 

  
 
 



（２） 地方会場 
①【新潟会場】新潟県立生涯学習推進センター 

〒９５０－８６０２ 新潟県新潟市中央区女池南３－１－２ 
          電 話：０２５－２８４－６１１０  
     ＦＡＸ：０２５－２８４－６０１９ 
 
   ②【静岡会場】 日にちにより会場が異なります 

・静岡県教育会館 
〒４２０－０８５６ 静岡県静岡市葵区駿府町１－１２ 

          電 話：０５４－２５２－１０１１ 
          ＦＡＸ：０５４－２５４－１０２８ 
 
     ・静岡市産学交流センター（計画のうち 1/29～30，2/5，演習のうち 2/22～27） 
     〒４２０－０８５７ 静岡県静岡市葵区御幸町３－２１ペガサート７階 
     電 話：０５４－２７５－１６５５ 
     ＦＡＸ：０５４－２７５－１６５６ 
  
      ③【鳥取会場】琴浦町生涯学習センター 

〒６８９－２３０３ 鳥取県東伯郡琴浦町徳万２６６－５ 
      電 話：０８５８－５２－１１６１ 
     ＦＡＸ：０８５８－５２－１１２２ 
   
   ④【島根東会場】島根県立青少年の家［サン・レイク］  

〒６９１－００７４ 島根県出雲市小境町１９９１－２ 
 電 話：０８５３－６７－９０６１ 
 ＦＡＸ：０８５３－６９－１３８０ 
 

⑤【島根西会場】島根県立西部社会教育研修センター ［いわみ～る内］ 
 〒６９７－００１６ 島根県浜田市野原町１８２６－１ 
 電 話：０８５５－２４－９３４４ 
 ＦＡＸ：０８５５－２４－９３４５       

       
   ⑥【広島会場】広島県立生涯学習センター 

〒７３０－００５２ 広島県広島市中区千田町３－７－４７ 
          電 話：０８２－２４８－８８４８ 
          ＦＡＸ：０８２－２４８－８８４０ 
       
   ⑦【愛媛会場】 曜日により会場が異なります 

・愛媛県総合教育センター（月曜日） 
〒７９１－１１３６ 愛媛県松山市上野町甲６５０ 

          電 話：０８９－９６３－３１１１ 
          ＦＡＸ：０８９－９６３－３１４６ 
 

・愛媛県生涯学習センター（火～金曜日） 
〒７９１－１１３６ 愛媛県松山市上野町甲６５０ 

          電 話：０８９－９６３－２１１１ 
          ＦＡＸ：０８９－９６３－４５２６ 
       
   ⑧【沖縄会場】沖縄県南部合同庁舎生涯学習推進センター 

〒９００－００２９ 沖縄県那覇市旭町１１６－３７（南部合同庁舎４階） 
          電 話：０９８－８６４－０４７４ 
          ＦＡＸ：０９８－８６４－０４７６ 
 
 
 
 
 



（３）宿泊研修会場（平成３０年１月３１日(水）～２月２日(金)） 
   ①主会場・静岡会場 合同で実施 
     独立行政法人国立青少年教育振興機構国立中央青少年交流の家 
          〒４１２－０００６ 静岡県御殿場市中畑２０９２－５ 
           電 話：０５５０－８９－２０２０ 
           ＦＡＸ：０５５０－８９－２０２５ 
 
   ②新潟会場 

新潟市アグリパーク 
            〒９５０－１４０６ 新潟県新潟市南区東笠巻新田３０４４ 
            電 話：０２５－３７８－３１０９ 
            ＦＡＸ：０２５－３７８－３０９６ 
  
   ③鳥取会場 

鳥取県立船上山少年自然の家 
            〒６８９－２５２５ 鳥取県東伯郡琴浦町山川８０７－２ 
            電 話：０８５８－５５－７１１１ 
            ＦＡＸ：０８５８－５５－７１１９ 
     
   ④島根東会場・島根西会場・広島会場・愛媛会場  合同で実施 

独立行政法人国立青少年教育振興機構国立江田島青少年交流の家 
            〒７３７－２１２６ 広島県江田島市江田島町津久茂１－１－１ 
            電 話：０８２３－４２－０６６０ 
            ＦＡＸ：０８２３－４２－０６６４  
         
   ⑤沖縄会場 

沖縄県立糸満青少年の家 
            〒９０１－０３１３ 沖縄県糸満市字賀数３４７ 
            電 話：０９８－９９４－６３４２ 
            ＦＡＸ：０９８－９９５－０６８４  
 
（４）現地研修会場（平成３０年２月２１日(水)終日） 
   各自治体の社会教育施設等で研修します。 
   主会場はコース選択制のため，受講申込書【様式１】に希望のコースを第３希望まで

記載してください。受講決定時にコースについてお知らせする予定です。 
 

① 主会場 
  ＜ａコース＞ 埼玉県狭山市   ＜ｂコース＞ 埼玉県蕨市 

＜ｃコース＞ 千葉県浦安市   ＜ｄコース＞ 千葉県佐倉市 
＜ｅコース＞ 神奈川県川崎市  ＜ｆコース＞ 神奈川県茅ケ崎市 

 
②新潟会場 
［新潟県立生涯学習推進センター］→［新潟県立万代島美術館］→［いくとぴあ食花］ 

 
③静岡会場 
［静岡県立焼津青少年の家］→［ふじのくに地球環境史ミュージアム］ 

 
   ④鳥取会場 

［境港市教育委員会］→［境港市余子公民館］→［海とくらしの史料館］ 
 

⑤島根東・島根西会場 合同で実施 
［石見銀山世界遺産センター］ 

 
     ⑥広島会場 

［大竹市立玖波公民館］→［合人社ウェンディひと・まちプラザ］ 
 
     ⑦愛媛会場 

［愛媛県総合科学博物館］→［新居浜市教育委員会］→［新居浜市立泉川公民館］ 
 
     ⑧沖縄会場 

［森の子児童センター］→［沖縄県立博物館・美術館］ 



７．講習を行う科目名，単位数，内容・テーマ，配当時間数，教育方法及び講師 

    （別表１）のとおり 

 

８．日 程 

    （別表２）のとおり 

 

９．受講申込み手続 

（１）申込み方法及び申込先 

   受講希望者は，「（２）提出書類」のうち必要な書類を，勤務地に所在する都道府県 

教育委員会の社会教育主事講習担当宛てに提出してください。 

また，公務員以外の者は，居住する都道府県教育委員会に提出してください。       

   なお，独立行政法人国立青少年教育振興機構に勤務する者で都道府県教育委員会との  

   人事交流で採用されている職員は，派遣元の都道府県教育委員会に提出してください。 

 

（２）提出書類 

   ア．「社会教育主事講習[Ｂ]受講申込書」…【様式１】 

     当センターホームページから，申込書様式をダウンロードし，必要事項を記入，

押印の上，御提出ください。記入した申込書のデータ（できるだけ Word データ）

についても，申込先が指定する方法で，上記と併せて御提出ください。 

 

     ＜申込書様式のダウンロードＵＲＬ＞  

      http://www.nier.go.jp/jissen/youkou/h29youkou/index.htm 

 

     イ．「受講資格」を証明する書類（上記ア.の「⑪受講資格」欄を証明する書類） 

     社会教育主事講習等規程（昭和２６年文部省令第１２号。以下，「省令」。）第

２条各号において，提出が必要な書類は下記のとおりとします。 

 

        ＜第１号該当者＞ 

a) 最終学歴の「卒業証明書」  

        b）大学又は大学院在学中の者は，「在学証明書」及び「大学に２年以上在学

して６２単位以上を修得していることが確認できる大学又は大学院発行の

証明書」及び「本講習の受講が学業・卒業に支障のない旨を記した大学又

は大学院発行の書面」（様式自由） 

 

 

      ＜第２号該当者＞ 

       教育職員の普通免許状の写し※，又は，教育職員免許状授与証明書 

       

 

     ＜第３，第４，及び第５号該当者＞ 

       所属長が証明する「勤務証明書」･･･【様式２】 

 

   ウ．「単位修得認定申請書」･････【様式３】 

     単位修得の認定を希望する者のみ御提出ください。 

詳細は，下記「11．科目代替について」を御参照ください。 

    

     エ．「単位修得証明書」･････････【様式４】※ 

     講習の分割受講を希望する者のみ御提出ください。 

詳細は，下記「12．分割受講について」を御参照ください。 

    

 

 

 

※写しを提出する場合は，所属機関又は推薦機関の「原本証明」が必要です。 

※写しを提出する場合は，所属機関又は推薦機関の「原本証明」が必要です。 

※必ず提出が必要です。 

※「卒業証書」の写しでは認められません。 



     オ．「受講動機について」･･･････【様式５】 

     本講習の受講を希望した理由を３２０～４００字で記入の上，御提出ください。

作成にあたっては，今後，講習で得た成果をどのように社会教育に役立てたいの

かを必ず含んでください。 

 

 

 

 

 

 
（３）提出期日 

都道府県教育委員会は，前項の受講希望者について，受講資格の有無を審査して，
資格があると認めた場合には，（２）の提出書類に「推薦書」【様式６】を添えて,  
平成２９年１１月２４日（金）［必着］までに，国立教育政策研究所社会教育実践研
究センターに送付してください。「推薦書」には受講希望者氏名を五十音順で記載し，
各人に所属種別番号（下記参照）を付してください。 

また，各人の受講申込書について，押印前の Word ファイルのデータ（手書きの場合
は PDF ファイル）を，下記要領によりメールでお送りください。 

なお，教育委員会ごとの提出期日については上記期日よりも早くなるため，あらか
じめ各自で御確認をお願いします。 

 
    ＜申込み様式の提出先＞ 
     メールアドレス：shujikou@nier.go.jp 

    件名：【提出(○○県)】平成２９年度社会教育主事講習[Ｂ]受講申込書データ 
 
  ＜所属種別番号＞ 
   １ 都道府県・指定都市教育委員会 
   ２ 都道府県・指定都市生涯学習センター，社会教育施設 
   ３ 都道府県首長部局 
   ４ 市区町村教育委員会 
   ５ 市区町村生涯学習センター，社会教育施設 
   ６ 市区町村首長部局 
   ７ 社会教育委員，公民館運営審議会委員等 
   ８ 学校教育法第一条に規定する学校の教職員 

９ 国立の教育機関（国立青少年教育振興機構，国立女性教育会館等）職員 
   10 指定管理者（財団法人，特定非営利活動法人，民間企業等）職員 
   11  学生 
   12 その他（社会教育関係団体職員，地域コーディネーター等） 

 
10．地方会場における受講について 

地方会場では，インターネットにより，「生涯学習概論」(２単位）及び「社会教育計
画」(２単位），「社会教育特講」(３単位)を受講することができます。 

また，以下の会場では，「社会教育演習」（２単位）も受講することができます。 
   
   ＜「社会教育演習」を行う会場（宿泊研修は６.(３)参照）＞ 

・新潟県立生涯学習推進センター        【新 潟 会 場】 
・静岡県教育会館（2/28）         【静 岡 会 場】 
・静岡市産学交流センター（2/22～27）   
・琴浦町生涯学習センター           【鳥 取 会 場】 
・島根県立青少年の家［サン・レイク］    【島根東会場】※ 
・広島県立生涯学習センター          【広 島 会 場】 
・愛媛県総合教育センター（月曜日）    【愛 媛 会 場】 
・愛媛県生涯学習センター（火～金曜日）   
・沖縄県南部合同庁舎生涯学習推進センター【沖 縄 会 場】 
 

※ 島根西会場の受講希望者は，当該科目は島根東会場での受講となります。 

○イ～エの証明書類及びオの受講動機については，過去に当センターが実施する社会教育主

事講習を受講し提出済みの場合には，提出不要です。 

○各証明書等記載の氏名と現在の氏名が異なる場合には，「戸籍抄本」等の証明書類を併せ

て御提出ください。 



11．科目代替について 
（１） 省令第７条第２項及び第３項の規定により，大学における科目の既修得単位及び文

部科学大臣が定める学修をもって，本講習において受講者が修得すべき科目の単位に
替えることができます。ただし，４科目全ての代替は認めませんので，１科目以上
（科目は問いません）は受講してください。 

    また，代替できる単位は，受講申込みの時点で修得済みであることが必要です。  
 
（２） 国立教育政策研究所は，下記ア．の①又は②の条件を満たす場合は「社会教育特講

[３単位]」，下記イ．の③の条件を満たす場合は「生涯学習概論[２単位]」及び「社
会教育特講[３単位]」の単位修得の認定を行います。 

 
   ア．「社会教育特講[３単位]」に代替 
  ① 国立教育政策研究所社会教育実践研究センター又は国立教育会館社会教育研修所    
       における「博物館職員講習」「図書館司書専門講座」の修了 
      ② 文部科学省認定社会通信教育の「生涯学習ボランティアコース」の修了 
 
   イ．「生涯学習概論[２単位]」及び「社会教育特講[３単位]」に代替 
      ③ 放送大学における社会教育主事講習の科目に相当する科目の修得 
 
（３） 科目代替を希望する場合は，「単位修得認定申請書」【様式３】に必要事項を記入

の上，当該科目に相当する科目の「単位修得証明書」「研修講座の修了証書」等
（※）を添付してください。 

 
 
 
12．分割受講について 

    本講習では，科目ごとの分割受講のほか，複数年度にわたる分割受講を認めています。
ただし，一つの科目内での分割受講はできません。 

  また，分割受講についても，講習内容を体系的に理解し，実践力を高めてもらうため，
原則として，①生涯学習概論，②社会教育計画，③社会教育演習の順序での履修をお願い
します。なお，社会教育特講は，生涯学習概論の履修後であれば，履修可能です。 
 
既に，当研究所以外の機関あるいは大学において，社会教育法第９条の５に定める社会

教育主事講習の一部科目の単位を修得しており，当該科目の受講の免除を希望する場合は，
「単位修得証明書」【様式４】（※）を提出してください。 
 
 

  なお，当センターが実施する講習で修得した場合は，【様式４】の添付は不要ですので，
「受講申込書」【様式１】の「⑨単位修得の認定を受けた科目及び単位」欄に，修得科
目名及び単位数と併せて，「受講年度」と「講習名」を記入してください。 

 （記入例：生涯学習概論２単位（平成○○年度[Ａ]）） 
 
13．受講者の選定及び受講者決定の通知 
  国立教育政策研究所は，「社会教育主事講習運営委員会」の意見を基に受講者を選定し，

その結果を，推薦のあった都道府県教育委員会及び受講者本人に通知します。 
  なお，受講対象者の選考を行う際には，文部科学省が定める本講習の運用指針（社会教

育主事講習の実施について（運用指針））に基づき，まず都道府県市町村の職員を，次に
「社会教育主事補の職と同等以上の職及び社会教育に関係のある事業における業務であっ
て，社会教育主事として必要な知識又は技能の習得に資するもの並びに教育に関する職を
指定（Ｈ８.８.２８文部省告示第 148 号）」に規定されている職についている者を優先す
ることとします。  

 
14．修了証書 
    国立教育政策研究所は，省令第８条により，本講習において９単位以上の単位を修得し

た者に対して，受講終了後，講習の修了証書を授与します。 
なお，修得単位が９単位に満たない者に対しては，修得した科目の「単位修得証明書」

【様式４】を交付します。 

※写しを提出する場合は，所属機関又は推薦機関の「原本証明」が必要です。 

※写しを提出する場合は，所属機関又は推薦機関の「原本証明」が必要です。 



15．受講に要する経費 

    受講に要する経費（例：交通費，食費，宿泊費等）は，受講者側の負担とします。資料

代等の負担金はありません。その他，受講会場ごとに，下記の経費をお支払いただきます。 

①主会場 

受講初日に１０，０００円（全科目受講の場合）をお支払いいただきます。 

  【内訳】 

○情報交換会費（１月２３日）     ３，５００円（※生涯学習概論受講者） 

○宿泊研修経費（１月３１日～２月２日）６，５００円（※社会教育演習受講者） 

 シ ー ツ 代：  ２００円（２泊３日） 

 情報交換会費：３，０２０円（１日(木)） 

      食 費：３，２８０円 

            《朝食》４２０円×２回（１日(木)及び２日(金)） 

《昼食》５６０円×２回（１日(木)及び２日(金)） 

            《夕食》６６０円×２回（３１日(水)及び１日(木)） 

 
②新潟会場 

宿泊研修経費（１月３１日～２月２日）として，受講初日に１１，０００円程度 
をお支払いいただきます。（社会教育演習受講者） 

 宿 泊 代：１０，０００円（５，０００円×２泊） 

 そ の 他： １，０００円 

            《搾乳体験代金》  ５００円 

《学習室使用料》 約５００円（７，５００円を人数割） 

 
  ③鳥取会場 
       宿泊研修経費（１月３１日～２月２日）として，受講初日に４，４９０円を 

お支払いいただきます。（社会教育演習受講者） 

 シ ー ツ 代：  ２００円（２泊３日） 

      食 費：４，２９０円 

      《朝食》４９０円×２回（１日(木)及び２日(金)） 

《昼食》６１０円×３回（３１日(水)及び１日(木)及び２日(金)） 

      《夕食》７４０円×２回（３１日(水)及び１日(木)） 

 
  ④島根東会場・島根西会場・広島会場・愛媛会場  合同で実施 

宿泊研修経費（１月３１日～２月２日）として，受講初日に３，４８０円を 

お支払いいただきます。（社会教育演習受講者） 

 シ ー ツ 代：  ２００円（２泊３日） 

      食 費：３，２８０円 

      《朝食》４１０円×２回（１日(木)及び２日(金)） 

《昼食》５６０円×２回（３１日(水)及び１日(木)） 

      《夕食》６７０円×２回（３１日(水)及び１日(木)） 

 
  ⑤沖縄会場 
    宿泊研修経費（１月３１日～２月２日）として，受講初日に５，０００円を 

お支払いいただきます。（社会教育演習受講者） 

 シ ー ツ 代：  １６０円（２泊３日） 

 情報交換会費：１，８４０円（２日(木)） 

      食 費：３，０００円 

      《朝食》３６０円×２回（１日(木)及び２日(金)） 

《昼食》５２０円×２回（１日(木)及び２日(金)） 

      《夕食》６２０円×２回（３１日(水)及び１日(木)） 

 

 
○会場により，食事回数や代金等が異なっています。 

○その他の諸経費（保険料等）が発生する場合があります。 



16．受講に際しての留意点 

本講習は，全日出席することが原則です。やむを得ず欠席する場合は，所定の様式に

欠席理由等を記載し，当センターに提出する必要があります。 

なお，欠席することにより，単位修得が認められない場合があります。 

 

17．持参品 

（１）印鑑（出席簿への押印用） 

（２）健康保険証 

（３）『生涯学習・社会教育行政必携』（平成３０年度版） 

（４）勤務地等の社会教育・生涯学習振興に関する資料 

（社会教育演習「事業計画立案の実際」で使用） 

（５）USB メモリ（課題レポートや情報提供資料等《１GB 程度》の保存用） 

 

18．宿泊について 

  当センターには宿泊施設はありません。 

宿泊予定の方は，近隣のホテル等を各自で手配してくださるようお願いします。 

 

19．健康管理について 

    長期にわたる講習のため，受講申込みの際は，受講申込書【様式１】「⑰健康状況」欄

に該当する事項は漏れなく御記入ください。また，受講申込み後に生じた疾病等について

も必ず当センターに御連絡いただくようお願いいたします。 

 

20．その他 

（１）本実施要項に関する問合せは，下記の本件担当連絡先までお願いします。 

（２）講習期間中は，講義前後や昼休み等に，講習を運営する上で必要な情報をお知らせ 

することがありますので，あらかじめ御承知おきください。 

（３）社会教育実践研究センター館内は禁煙です｡喫煙は所定の場所でお願いします｡ 

（４）当センターには駐車・駐輪スペースがありません。お越しの際は，公共交通機関を利 

用してください。 

（５）講習期間中の万が一の事故やけがに備えて，傷害保険等に加入するなどして，各自の 

責任で万全を期して参加していただきますようお願いします。 

（６）本要項に定めるもののほか，講習実施に関することは，必要に応じて，国立教育政策 

研究所社会教育実践研究センター長が定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

【本件担当】 

 国立教育政策研究所 社会教育実践研究センター 

    企画課 普及・調査係 

   ＴＥＬ：０３－３８２３－８４２０ 

   ＦＡＸ：０３－３８２３－３００８ 

   Ｅ-mail：shujikou@nier.go.jp 



（別表１）

科
目
名

単
位
数

配当
時間数

教育
方法

講　　　師

１　生涯学習の理念と施策

(1) 生涯学習の現代的意義 3 講義 慶應義塾大学教授

    生涯学習論の系譜 米山　光儀

(2) 生涯学習振興施策の動向 3 講義 文部科学省生涯学習政策局社会教育課

２　社会教育の意義と展開

(1) 社会教育の意義・特質 3 講義 東京家政大学長

山本　和人

(2) 社会教育の基本法令・施策 3 講義 文部科学省生涯学習政策局社会教育課

(3) 社会教育行政の組織と役割 4.5 講義 徳島大学大学開放実践センター長・教授

馬場　祐次朗

事例研究 栃木県教育委員会事務局生涯学習課社会教育主事

稲田　健男

鹿沼市教育委員会事務局生涯学習課社会教育主事

　藤江　悠真

(4) 社会教育主事の役割と職務 4.5 講義 青山学院大学教授

    社会教育関係団体と指導者 鈴木　眞理

事例研究 宮崎県教育庁生涯学習課主幹

向江　修一

大井町教育委員会主幹兼社会教育主事

浅井　麗子

(5) 社会教育施設の意義と役割 3 講義 広島大学大学院准教授

久井　英輔

３　生涯学習社会と家庭・学校・地域

(1) 生涯学習社会と家庭教育 1.5 講義 九州女子大学教授

大島　まな

(2) 生涯学習社会と学校教育 1.5 講義 国立教育政策研究所初等中等教育研究部総括研究官

藤原　文雄

(3) 家庭，学校，地域の連携・協働と社会教育の役割 3 講義 文教大学学園理事長

野島　正也

事例研究 仙台市教育委員会生涯学習部生涯学習課主幹兼社会教育主事

星　恭典
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科
目
名

単
位
数

配当
時間数

教育
方法

講　　　師

１　地域社会と社会教育

(1) 生涯学習の振興とまちづくり 3 講義 教育協働研究所～岳陽舎～代表

井上　講四

事例研究 佐伯市教育委員会社会教育課社会教育主事兼総括主幹

野々下　留美

(2) 地域総合計画と社会教育計画 1.5 講義 神戸学院大学教授

今西　幸蔵

２　社会教育事業計画

(1) 事業計画の意義と内容 3 講義 文教大学教授

(2) 事業の企画及びプログラム編成の視点と手順 金藤　ふゆ子

(3) 学習成果の評価と活用 1.5 講義 秋田大学大学院教授

原　義彦

３　社会教育の対象の理解と組織化

　(1) 対象の理解とカウンセリング 3 講義・ 文教大学教授

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 小林　孝雄

　 文教大学准教授

青山　鉄兵

(2) 学習集団形成のプロセスと支援 1.5 講義 宮城教育大学教職大学院教授

梨本　雄太郎

４　学習情報提供・学習相談の意義と内容・方法

(1) 学習情報提供・学習相談の意義 3 講義 文教大学名誉教授

(2) 学習情報提供・学習相談の実際 平沢　茂

事例研究 愛媛県教育委員会事務局管理部生涯学習課
社会教育主事・研究科長

岡本　淳

５　社会教育調査とデータ活用

６　社会教育の広報・広聴

(1) 調査の意義と内容
(2) 地域課題の把握方法と企画

3
講義 横浜市立大学国際総合科学群

データサイエンス推進センター教授

土屋　隆裕

事例研究 青森県教育庁生涯学習課社会教育主事

宮野　孝晶

(3) 社会教育における広報・情報公開 1.5 講義 常磐大学教授

坂井　知志

７　社会教育施設の経営

 社会教育施設の経営の実際と連携 3 シンポ （コーディネーター）

ジウム 香川大学生涯学習教育研究センター准教授

山本　珠美

（登壇者）

奈良市立富雄公民館長

清原　弘章

県立長野図書館長

平賀　研也

(調整中）

８　社会教育の評価

(1) 評価の意義と視点 3 講義 八洲学園大学教授

(2) 評価の内容と方法 浅井　経子

　(3) 行政評価・事業評価の実際 3 講義 政策研究大学院大学特任教授

今野　雅裕

事例研究 (調整中）
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科
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講　　　師

１　教育施設整備の動向（現地研修） 6 演習 ＜ａコース＞

  埼玉県狭山市

＜ｂコース＞

　埼玉県蕨市

＜ｃコース＞

　千葉県浦安市

＜ｄコース＞

　千葉県佐倉市

＜ｅコース＞

　神奈川県川崎市

＜ｆコース＞

　神奈川県茅ケ崎市

【新潟会場】

　新潟県立生涯学習推進センター

　新潟県立万代島美術館

　いくとぴあ食花

【静岡会場】

　静岡県立焼津青少年の家

　ふじのくに地球環境史ミュージアム

【鳥取会場】

　境港市教育委員会

　境港市余子公民館

  海とくらしの史料館

【島根東・島根西会場】

　石見銀山世界遺産センター

【広島会場】

　大竹市立玖波公民館

　合人社ウェンディひと・まちプラザ

【愛媛会場】

  愛媛県総合科学博物館

　新居浜市教育委員会

  新居浜市立泉川公民館

【沖縄会場】

  森の子児童センター

  沖縄県立博物館・美術館

内　　　容　・　テ　ー　マ
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科
目
名

単
位
数

配当
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教育
方法

講　　　師

２　学習要求把握とプログラム

(1) 青少年の体験活動の意義と実際 3 講義 【主会場・静岡会場】※合同で実施

［会場：国立中央青少年交流の家］

　独立行政法人国立青少年教育振興機構
  国立山口徳地青少年自然の家所長

小林　真一

　　　　　　　　　　　　　　       

【新潟会場】

［会場：新潟市アグリパーク］

　新潟市アグリパーク教育ファーム園長

真柄　正幸

　　　　　　　　　　　　　　       

【鳥取会場】

［会場：鳥取県立船上山少年自然の家］

　鳥取県立船上山少年自然の家指導担当係長

中本　祐二

　　　　　　　　　　　　　　       

【広島・島根東・島根西・愛媛会場】※合同で実施

［会場：国立江田島青少年交流の家］

　独立行政法人国立青少年教育振興機構
　国立江田島青少年交流の家企画指導専門職

池田　準

　　　　　　　　　　　　　　       

【沖縄会場】

［会場：沖縄県立糸満青少年の家］

　沖縄県立糸満青少年の家所長

與座　盛

(2) 参加型学習の実際とファシリテーション技法 9 講義 【主会場・静岡会場】※合同で実施

［会場：国立中央青少年交流の家］

　香川大学生涯学習教育研究センター長・教授

清國　祐二

　　　　　　　　　　　　　　       

【新潟会場】

［会場：新潟市アグリパーク］

　特定非営利活動法人みらいずworks代表理事

小見　まいこ

　　　　　　　　　　　　　　       

【鳥取会場】

［会場：鳥取県立船上山少年自然の家］

　鳥取県レクリエーション協会副会長

玉木　純一

　鳥取県教育委員会事務局中部教育局社会教育主事

西村　信彦

　鳥取県教育委員会事務局社会教育課社会教育主事

田中　恒治

【広島・島根東・島根西・愛媛会場】※合同で実施

［会場：国立江田島青少年交流の家］

　広島県立生涯学習センター社会教育主事　

濱本　篤史

　島根県立東部社会教育研修センター
  研修調査課長兼社会教育主事

難波　淳

  愛媛県教育委員会生涯学習課社会教育主事

中尾　治司

　愛媛県教育委員会生涯学習課社会教育主事

安倍　周作

【沖縄会場】

［会場：沖縄県立糸満青少年の家］

　教育協働研究所～岳陽舎～代表

井上　講四

　沖縄県教育庁生涯学習振興課社会教育主事

松尾　剛

内　　　容　・　テ　ー　マ

　
社

　
会

　
教

　
育

　
演

　
習

2



科
目
名

単
位
数

配当
時間数

教育
方法

講　　　師

３　教育事業の立案・展開の実際

　事業計画立案の実際 27 演習 （演習指導）

【主会場】

　東京都教育庁地域教育支援部生涯学習課
　課長代理（支援担当）／社会教育主事

橋立　弘子

  東京都教育庁地域教育支援部生涯学習課主任（社会教育）

小池　一水

　神奈川県教育委員会教育局生涯学習部生涯学習課
　主幹兼社会教育主事

髙橋　大明

　山梨県教育庁社会教育課副主幹・社会教育主事

加納　光太郎

【新潟会場】

　新潟県立生涯学習推進センター学習振興課長

中尾　慶一

【静岡会場】

　静岡大学教職大学院准教授

渋江　かさね

　静岡県教育委員会社会教育課教育主幹

村松　由里香

　静岡県教育委員会社会教育課主査

松浦　由紀

【鳥取会場】

　鳥取県教育委員会事務局東部教育局社会教育主事

広富　隆史

【島根東・島根西会場】

　島根県立東部社会教育研修センター
　研修調査課長兼社会教育主事

難波　淳

【広島会場】

　広島県立生涯学習センター社会教育主事

濱本　篤史

【愛媛会場】

　愛媛大学名誉教授

讃岐　幸治

【沖縄会場】

　沖縄県教育庁生涯学習振興課社会教育主事

松尾　剛

　沖縄県教育庁生涯学習振興課社会教育主事

川上　恵美

45小　　　計

内　　　容　・　テ　ー　マ

　
社

　
会

　
教

　
育

　
演

　
習

2



科
目
名

単
位
数

配当
時間数

教育
方法

講　　　師

１　社会の諸課題

(1) 高齢化と社会教育 3 講義 大阪教育大学教授

堀　薫夫

事例研究 東京都健康長寿医療センター研究所研究部長

　藤原　佳典

(2) 青少年問題と社会教育 3 講義 千葉敬愛短期大学長

明石　要一

事例研究 特定非営利活動法人ＮＰＯスチューデント・サポート・フェイス
代表理事

　谷口　仁史

(3) 家庭教育と社会教育 3 講義 川村学園女子大学名誉教授

斎藤　哲瑯

事例研究 大東市教育委員会事務局学校教育部教育政策室
家庭教育支援グループ課長

田口　誠

大東市教育委員会事務局学校教育部教育政策室
家庭教育支援グループチーフＳＳＷ

平山　京子

(4) 男女共同参画社会の形成と社会教育 3 講義 独立行政法人国立女性教育会館研究国際室長

中野　洋恵

事例研究 福岡県男女共同参画センター　あすばる

松木　治子

(5) 環境問題と社会教育 3 講義 滋賀大学社会連携研究センター長・教授

神部　純一

(6) キャリア教育・職業教育 3 講義 大正大学地域構想研究所教授

　浦崎　太郎

事例研究 宮崎県教育研修センター教育支援課主幹

伊東　泰彦

(7) 人権教育
3

講義 公益財団法人人権教育啓発推進センター上級特別研究員
筑波大学名誉教授

福田　弘

(8) 生涯スポーツと社会教育 3 講義 上智大学教授

師岡　文男

事例研究 認定特定非営利活動法人朝日丘スポーツクラブ事務局長

　三田　博司

(9) 教育格差と社会教育 3 講義 大阪府立大学教授

山野　則子

事例研究 特定非営利活動法人日本子どもソーシャルワーク協会理事長

寺出　壽美子

２　生涯学習をめぐる新しい動向

(1) 地方創生と社会教育 3 講義 株式会社ローカルファースト研究所代表取締役

　（地域の資源を生かしたコミュニティの活性化） 関　幸子

事例研究 株式会社いろどり代表取締役

　横石　知二

(2) 地域学校協働活動の実際 3 講義 岡山大学大学院教授　

熊谷　愼之輔

事例研究 新潟市立新潟小学校地域教育コーディネーター

星野　理江

新潟市立新潟小学校主幹教諭

石山　博之

山陽小野田市教育委員会社会教育課長・中央公民館長

和西　禎行

(3) ボランティアと社会教育 3 講義 神奈川大学准教授

齊藤　ゆか

事例研究 山形県教育委員会文化財・生涯学習課
社会教育主事（兼）社会教育主査

近藤　信司

(4) 行政と多様な主体（マルチステークホルダー） 3 講義 認定特定非営利活動法人日本ＮＰＯセンター特任理事

　　の連携・協働 田尻　佳史

事例研究 新潟市アグリパーク教育ファーム園長

　真柄　正幸

(5) 情報化と社会教育 3 講義 関東学院大学教授

吉田　広毅

事例研究 福岡地域社会教育ICT活用連携協議会
株式会社海の中道海洋生態科学館企画室長

　岩田　知彦

(6) 防災と社会教育 3 講義 常葉大学大学院環境防災研究科長・教授

重川　希志依

45

150

小　　　計

合　　　計

社

会

教

育

特

講

3

内　　　容　・　テ　ー　マ



【科目名】　「生涯学習概論」[２単位]

生涯学習の現代的意義 社会教育の意義・特質

生涯学習論の系譜

社会教育の基本法令・施策 社会教育主事の役割と職務

社会教育関係団体と指導者

青山学院大学教授

鈴木　眞理

家庭，学校，地域の連携・協働と社会教育の役割

生涯学習振興施策の動向

国立教育政策研究所

初等中等教育研究部

総括研究官

社会教育施設の意義と役割

　　　文部科学省

　　　社会教育課 久井　英輔

1/26
（金）

〈事例研究〉

大島　まな

社会教育関係団体と指導者

宮崎県教育庁生涯学習課主幹 文教大学学園理事長

向江　修一

　稲田　健男

鹿沼市教育委員会事務局生涯学習課社会教育主事

藤原　文雄 馬場　祐次朗

浅井　麗子

社会教育主事の役割と職務

星　恭典

1/25
（木）

1/24
（水）

　　　生涯学習政策局 広島大学大学院准教授

　藤江　悠真

　　　文部科学省

　　　生涯学習政策局

　　　社会教育課

生涯学習社会と学校教育 社会教育行政の組織と役割 社会教育行政の組織と役割

栃木県教育委員会事務局生涯学習課社会教育主事

徳島大学大学開放実践セ
ンター長・教授

野島　正也

〈事例研究〉

大井町教育委員会 仙台市教育委員会生涯学習部生涯学習課

主幹兼社会教育主事 九州女子大学教授 主幹兼社会教育主事

生涯学習社会と家庭教育

（別表２）

平成29年度社会教育主事講習［Ｂ］日程表

　9:00　9:30　　　　　　       　11:00　11:15　　　　　 　　　12:45　14:00　　　　　　 　　15:30　15:45　　　　    　　　17:15

生
　
　
涯
　
　
学
　
　
習
　
　
概
　
　
論

1/22
（月）

オ
リ
エ
ン
テ
ー

シ

ョ
ン

慶應義塾大学教授

〈事例研究〉

東京家政大学長

米山　光儀 山本　和人

1/23
（火）

課
題
班
別
オ
リ
エ
ン
テ
ー

シ

ョ
ン

情
報
交
換
会

【1/22(月)の日程】 ※主会場

８：２０～ ８：５０ 受付

９：００～ ９：２５ 開講式・オリエンテーション

９：３０～１７：１５ 講義

１７：２０～１８：００ オリエンテーション

【1/23（火)～2/28(水)のおおまかな日程】

９：１５～ ９：３０ 朝連絡・課題出題など

９：３０～１２：４５ 講義

１２：４５～１４：００ 昼連絡・昼休憩

１４：００～１７：１５ 講義

開
講
式
・
オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン



【科目名】　「社会教育計画」[２単位]　／　社会教育演習　［２単位］

評価の意義と視点

評価の内容と方法

池田　準

【沖縄会場】

沖縄県立糸満青少年の家所長

與座　盛

沖縄県立糸満青少年の家 国立江田島青少年交流の家企画指導専門職

【鳥取会場】

鳥取県立船上山少年自然の家 【鳥取会場】

鳥取県立船上山少年自然の家指導担当係長

【広島・島根東・島根西・愛媛会場合同】 中本　祐二

社
　
　
会
　
　
教
　
　
育
　
　
演
　
　
習

1/31
（水）

演
習
・
現
地
研
修
オ
リ
エ
ン
テ
ー

シ

ョ
ン

○宿泊研修会場に移動 青少年の体験活動の意義と実際

○各会場にて、受付・オリエンテーション等 　　※主会場は14:30～17:45に実施

《宿泊研修会場》

【新潟会場】 【新潟会場】

新潟市アグリパーク 新潟市アグリパーク教育ファーム園長

真柄　正幸

【主会場・静岡会場合同】

独立行政法人国立青少年教育振興機構

【主会場・静岡会場合同】  国立山口徳地青少年自然の家所長

国立中央青少年交流の家 小林　真一

国立江田島青少年交流の家

【広島・島根東・島根西・愛媛会場合同】

【沖縄会場】 独立行政法人国立青少年教育振興機構

1/30
（火）

行政評価・事業評価の実際

政策研究大学院大学特任教授

今野　雅裕

　　　　9:30　　　　　　       　11:00　11:15　　　　　 　　　12:45　14:00　　　　　　 　　15:30　15:45　　　　    　　　17:15

社
　
会
　
教
　
育
　
計
　
画

1/29
（月）

今西　幸蔵 教授 文教大学教授

梨本　雄太郎 金藤　ふゆ子

地域総合計画と社会教
育計画

学習集団形成のプロセ
スと支援

事業計画の意義と内容

事業の企画及びプログラム編成の視点と手順

神戸学院大学教授 宮城教育大学教職大学院

〈事例研究〉

八洲学園大学教授 （調整中）

浅井　経子



【科目名】社会教育演習　［２単位］

【沖縄会場】

沖縄県教育庁生涯学習振興課社会教育主事

松尾　剛

愛媛県教育委員会生涯学習課社会教育主事

中尾　治司

愛媛県教育委員会生涯学習課社会教育主事

安倍　周作

島根県立東部社会教育研修センター
研修調査課長兼社会教育主事

難波　淳

【広島・島根東・島根西・愛媛会場合同】

広島県立生涯学習センター社会教育主事

濱本　篤史

  井上　講四   井上　講四

2/2
（金）

参加型学習の実際とファシリテーション技法

【主会場・静岡会場合同】

香川大学生涯学習教育研究センター長・教授

清國　祐二

【鳥取会場】

鳥取県教育委員会事務局社会教育課社会教育主事

　  田中　恒治

【新潟会場】

特定非営利活動法人みらいずworks代表理事

小見　まいこ

安倍　周作 安倍　周作

【沖縄会場】 【沖縄会場】

教育協働研究所～岳陽舎～代表 教育協働研究所～岳陽舎～代表

愛媛県教育委員会生涯学習課社会教育主事 愛媛県教育委員会生涯学習課社会教育主事

中尾　治司 中尾　治司

愛媛県教育委員会生涯学習課社会教育主事 愛媛県教育委員会生涯学習課社会教育主事

島根県立東部社会教育研修センター
研修調査課長兼社会教育主事

島根県立東部社会教育研修センター
研修調査課長兼社会教育主事

難波　淳 難波　淳

広島県立生涯学習センター社会教育主事 広島県立生涯学習センター社会教育主事

濱本　篤史 濱本　篤史

  西村　信彦

【広島・島根東・島根西・愛媛会場合同】 【広島・島根東・島根西・愛媛会場合同】

【鳥取会場】 【鳥取会場】

鳥取県レクリエーション協会副会長 鳥取県教育委員会事務局中部教育局社会教育主事

　　　　9:30　　　　　　       　11:00　11:15　　　　　 　　　12:45　14:00　　　　　　 　　15:30　15:45　　　　    　　　17:15

2/1
（木）

情
報
交
換
会

参加型学習の実際とファシリテーション技法 参加型学習の実際とファシリテーション技法

【主会場・静岡会場合同】

【新潟会場】 【新潟会場】

特定非営利活動法人みらいずworks代表理事 特定非営利活動法人みらいずworks代表理事

  小見　まいこ   小見　まいこ

【主会場・静岡会場合同】

香川大学生涯学習教育研究センター長・教授 香川大学生涯学習教育研究センター長・教授

清國　祐二 清國　祐二

玉木　純一



【科目名】社会教育演習　［２単位］

社会教育施設の経営の実際と連携

学習情報提供・学習相談の意義 生涯学習の振興とまちづくり

学習情報提供・学習相談の実際

（調整中）

　岡本　淳 　野々下　留美

　（コーディネーター）

対象の理解とカウンセリング

文教大学教授

小林　孝雄

2/5
（月）

学習成果の評価と活用
社会教育における広報・
情報公開

文教大学名誉教授 教育協働研究所～岳陽舎～

平沢　茂 代表　井上　講四

社
　
会
　
教
　
育
　
計
　
画

2/6
（火）

〈事例研究〉 〈事例研究〉

青森県教育庁生涯学習課社会教育主事 県立長野図書館長

　宮野　孝晶 平賀　研也

2/7
（水）

愛媛県教育委員会事務局管理部生涯学習課 佐伯市教育委員会社会教育課

社会教育主事・研究科長 社会教育主事兼総括主幹

調査の意義と内容 《シンポジウム》

地域課題の把握方法と企画

横浜市立大学国際総合科学群 香川大学生涯学習教育研究センター准教授

データサイエンス推進センター教授

秋田大学大学院教授 常磐大学教授 文教大学准教授

原　義彦 坂井　知志 青山　鉄兵

山本　珠美

土屋　隆裕 　（登壇者）

奈良市立富雄公民館長

〈事例研究〉 　清原　弘章

　　　　9:30　　　　　　       　11:00　11:15　　　　　 　　　12:45　14:00　　　　　　 　　15:30　15:45　　　　    　　　17:15



【科目名】「社会教育特講」[３単位]

 

 地域学校協働活動の実際

人権教育啓発推進センター上級特別研究員

筑波大学名誉教授

福田　弘

情報化と社会教育

家庭教育と社会教育 教育格差と社会教育

ボランティアと社会教育

生涯スポーツと社会教育

　田口　誠

　平山　京子

　寺出　壽美子

〈事例研究〉

株式会社海の中道海洋生態科学館企画室長 　横石　知二

　岩田　知彦

〈事例研究〉

福岡地域社会教育ICT活用連携協議会 株式会社いろどり代表取締役

新潟市立新潟小学校主幹教諭

和西　禎行

公益財団法人

松木　治子 事務局長

師岡　文男

〈事例研究〉 〈事例研究〉

福岡県男女共同参画センター　あすばる 認定特定非営利活動法人朝日丘スポーツクラブ

2/15
（木）

男女共同参画社会の形成と社会教育

独立行政法人国立女性教育会館研究国際室長 上智大学教授

　中野　洋恵

　三田　博司

〈事例研究〉

山形県教育委員会文化財・生涯学習課

社会教育主事（兼）社会教育主査 滋賀大学社会連携研究センター長・教授

2/14
（水）

環境問題と社会教育

神奈川大学准教授

齊藤　ゆか

　近藤　信司 神部　純一

2/13
（火）

川村学園女子大学名誉教授

2/9
（金）

大東市教育委員会学校教育部教育政策室

大東市教育委員会学校教育部教育政策室 特定非営利活動法人日本子どもソーシャルワーク協会

家庭教育支援グループ課長 理事長

家庭教育支援グループチーフＳＳＷ

大阪府立大学教授

斎藤　哲瑯 山野　則子

〈事例研究〉

株式会社ローカルファースト研究所代表取締役

吉田　広毅 　関　幸子

〈事例研究〉

地方創生と社会教育
（地域の資源を生かしたコミュニティの活性化）

関東学院大学教授

　石山　博之

岡山大学大学院教授

熊谷　愼之輔

〈事例研究〉

新潟市立新潟小学校地域教育コーディネーター

　星野　理江

山陽小野田市教育委員会社会教育課長・中央公民館長

　　　　9:30　　　　　　       　11:00　11:15　　　　　 　　　12:45　14:00　　　　　　 　　15:30　15:45　　　　    　　　17:15

社
　
会
　
教
　
育
　
特
　
講

2/8
（木）

人権教育



【科目名】　「社会教育特講」[３単位]／「社会教育演習」[２単位]

防災と社会教育

高齢化と社会教育 行政と多様な主体（マルチステークホルダー）の

連携・協働

14:00～14:30

キャリア教育・職業教育 社会教育演習

「事業計画立案の実際」

概要説明

　教育施設整備の動向　（現地研修）

ａ： 

ｂ： 

ｃ：  

ｄ：   

ｅ： 

ｆ ：

　【沖縄会場】

　［森の子児童センター］→［沖縄県立博物館・美術館］

　【島根東・島根西会場】　※合同で実施

　［石見銀山世界遺産センター］

　【広島会場】

　［大竹市立玖波公民館］→［合人社ウェンディひと・まちプラザ］

　【愛媛会場】

　［愛媛県総合科学博物館］→［新居浜市教育委員会］→［新居浜市立泉川公民館］

　【新潟会場】

　［新潟県立生涯学習推進センター］→［新潟県立万代島美術館］→［いくとぴあ食花］

　【静岡会場】

　［静岡県立焼津青少年の家］→［ふじのくに地球環境史ミュージアム］

　【鳥取会場】

　［境港市教育委員会］→［境港市余子公民館］→［海とくらしの史料館］

社
　
会
　
教
　
育
　
演
　
習

2/21
（水）

　【主会場】

埼玉県狭山市

埼玉県蕨市

千葉県浦安市

千葉県佐倉市

神奈川県川崎市

神奈川県茅ケ崎市

2/20
（火）

　谷口　仁史 重川　希志依

2/19
（月）

（課題別研究）

大正大学地域構想研究所教授

浦崎　太郎

※分割履修者については
　 参加不要です。〈事例研究〉

宮崎県教育研修センター教育支援課主幹

　伊東　泰彦

〈事例研究〉

大阪教育大学教授

堀　薫夫 認定特定非営利活動法人日本ＮＰＯセンター特任理事

　田尻　佳史

〈事例研究〉

特定非営利活動法人NPOスチューデント・サポート・フェイス

〈事例研究〉

東京都健康長寿医療センター研究所研究部長 新潟市アグリパーク教育ファーム園長

　藤原　佳典 真柄　正幸

千葉敬愛短期大学長

　　　　　9:30　　　　　　       　11:00　11:15　　　　　 　　　12:45　14:00　　　　　　 　　15:30　15:45　　　　    　　　17:15

社
　
会
　
教
　
育
　
特
　
講

2/16
（金）

青少年問題と社会教育

明石　要一

代表理事 常葉大学大学院環境防災研究科長・教授



【科目名】　「社会教育演習」[２単位]

事業計画立案の実際 事業計画立案の実際

※午前と同じ

事業計画立案の実際 事業計画立案の実際
※2/22午前と同じ ※2/22午前と同じ

事業計画立案の実際 事業計画立案の実際
※2/22午前と同じ ※2/22午前と同じ

事業計画立案の実際 事業計画立案の実際
※2/22午前と同じ ※2/22午前と同じ

事業計画立案の実際
※2/22午前と同じ

　東京都教育庁地域教育支援部生涯学習課
　課長代理（支援担当）／社会教育主事

橋立　弘子

東京都教育庁地域教育支援部生涯学習課
主任（社会教育）

小池　一水

 　　　　9:30　　　　　　       　11:00　11:15　　　　　 　　　12:45　14:00　　　　　　 　　15:30　15:45　　　　    　　　17:15

社
　
会
　
教
　
育
　
演
　
習

2/22
（木）

（演習指導者）

【主会場】

加納　光太郎

【新潟会場】

2/23
（金）

2/26
（月）

2/27
（火）

2/28
（水）

閉講式
13:00～13:30

讃岐　幸治

【沖縄会場】

沖縄県教育庁生涯学習振興課社会教育主事

松尾　剛

沖縄県教育庁生涯学習振興課社会教育主事

川上　恵美

難波　淳

【広島会場】

広島県立生涯学習センター社会教育主事

濱本　篤史

【愛媛会場】

愛媛大学名誉教授

【鳥取会場】

鳥取県教育委員会事務局東部教育局社会教育主事

広富　隆史

【島根東・島根西会場】

島根県立東部社会教育研修センター
研修調査課長兼社会教育主事

　静岡大学教職大学院准教授

渋江　かさね

　静岡県教育委員会社会教育課教育主幹

村松　由里香

　静岡県教育委員会社会教育課主査

松浦　由紀

新潟県立生涯学習推進センター学習振興課長

中尾　慶一

【静岡会場】※渋江先生は2/26～28のみ

神奈川県教育委員会教育局生涯学習部生涯学習課
　主幹兼社会教育主事

髙橋　大明　
山梨県教育庁社会教育課副主幹・社会教育主事



様式１（Ａ４判） 

社会教育主事講習［Ｂ］受講申込書  
 

平成２９年  月  日 
 
 国立教育政策研究所長  殿 
 
                                      氏 名                      印 
 
 平成２９年度社会教育主事講習［Ｂ］を受講したいので，受講資格を証明する関係書 
類を添えて下記により申込みます。 
 

記 

ふ り が な  ② 生 年 月 日 
（ 該 当 す る 元 号 を ○ 印 で 囲 む こ と ）  

① 氏    名   
平成 

昭和   年  月  日生 

③ 性   別  男 ・ 女 ④ 年    齢  歳 

 
⑤ 
 

勤 
 
務 
 
先 

名   称  

指定管理者名  

職   名  常勤・非常勤の別 常 勤・非 常 勤  

ふ り が な       

所 在 地 
〒   － 

 

TEL/FAX TEL:                       FAX: 

⑥ E-mail 
 

※ 受 講 に 関 す る メ ー ル を 送 信 す る た め ， 常 時 確 認 で き る ア ド レ ス （ で き れ ば Ｐ Ｃ ） を 記 載  

ふ り が な  

 
 
⑦ 現 住 所  

〒   － 

 

  （TEL:                             ） 

  （緊急時連絡先（携帯電話番号等）：                         ） 

 
⑧受講希望科目・ 

受講希望会場  
 
 受講を希望する科目の

「受講科目」欄，及び， 

 受講を希望する会場の 

「受講希望会場」欄の□

にレ印 (チェック)を入

れる。 
 

科 目 名 単位 受講科目 受 講 希 望 会 場 

生涯学習概論 ２ □ □Ａ： 社会教育実践研究センター（主会場） 
□Ｂ： 新潟県立生涯学習推進センター（新潟会場） 
□Ｃ： 静岡県教育会館・静岡市産学交流センター（静岡会場） 
□Ｄ： 琴浦町生涯学習センター（鳥取会場） 
□Ｅ： 島根県立青少年の家[サン・レイク]（島根東会場） 
□Ｆ： 島根県立西部社会教育研修センター（島根西会場） 
□Ｇ： 広島県立生涯学習センター（広島会場） 
□Ｈ： 愛媛県総合教育センター・愛媛県生涯学習センター（愛媛会場） 

□Ｉ： 沖縄県南部合同庁舎生涯学習推進センター（沖縄会場） 

社会教育計画 ２ □ 

社会教育演習 ２ □ 

社会教育特講 ３ □ 

   

⑨単位修得の認定を受けた科目及び単位  

⑩単位修得認定を申請する科目及び単位  

⑪受  講  資  格    社 会 教 育 主 事 講 習 等 規 程 第 ２ 条 第    号 に 該 当  



⑫ 最  終  学  歴 

 （ 専 攻 科 目 ） 

昭和・平成  年  月  日卒（専攻科目：              ） 

学校名    

⑬教育職員免許状の種類  

 
⑭職    歴 
※現職も記入 

※社会教育関係 

 以外も記入 

※書ききれない 

場合は主なもの

を記入 

昭和・平成  年  月～   年  月（   年  か月） 
（                                                    ） 

昭和・平成  年  月～   年  月（   年  か月） 
（                                                    ） 

昭和・平成  年  月～   年  月（   年  か月） 
（                                                    ） 

昭和・平成  年  月～   年  月（   年  か月） 
（                                                    ） 

⑮生涯学習・社
会教育活動歴 

昭和・平成  年  月～   年  月（   年  か月） 

（                                                    ） 

昭和・平成  年  月～   年  月（   年  か月） 
（                                                    ） 

⑯ 社 会 教 育 の 経 験 年 数             年         か月 （平成２９年１１月１日現在） 

 
 
 
⑰ 健  康  状  況 

現在，通院・投薬等健康上留意することが（□ある □ない）   
  ※「ある」にチェックした場合は病名や具体的な留意点を下記に記すこと。 
   
  

※ 本申込書を提出後，健康上の留意点が生じた場合は，速やかに当センター

まで必ず御連絡ください。 

 
【主会場での 

演習受講者のみ】 

 

⑱現地研修希望 
 
※第 1～3 希望ま

で必ず記入 

※人数などの関

係で調整する

場合がありま

す。  

希望 コース 

第１希望 ＜a コース＞ 埼玉県狭山市 

＜b コース＞ 埼玉県蕨市 

＜c コース＞ 千葉県浦安市 

＜d コース＞ 千葉県佐倉市 

＜e コース＞ 神奈川県川崎市 

＜f コース＞ 神奈川県茅ケ崎市 

 

第２希望 

 

第３希望 

 

＜備考＞ 
１．「⑤勤務先」の「職名」欄は，申込書記入時の職名を記入してください。受講申込者

の所属先が指定管理者である場合には，「指定管理者名」欄を記入してください。 
２．「⑨単位修得の認定を受けた科目及び単位」の欄は，社会教育主事講習等規程第３条

の規定による社会教育主事講習修了に必要な科目のうち，既に修得している講習の科目
及び単位，又は，同規程第７条第２項及び第３項の規定により，実施機関の長から単位
修得の認定を受けた科目及び単位を記入してください。その場合，単位の認定を証明す
る関係書類を添付してください。 

なお，社会教育実践研究センターが実施する講習で認定を受けた場合は，単位認定証
明書類の添付は不要です。その場合は，単位修得した科目名と単位数の横に，受講年度
と講習名を書いてください（例：生涯学習概論２単位（平成○○年度[Ｂ]））。 

３．「⑩単位修得認定を申請する科目及び単位」の欄は，新たに当研究所から単位修得の
認定を希望する科目及び単位（「単位修得認定申請書」【様式３】の表第３欄に記載す
るもの）を記入してください。 

４．本紙に記載された申込者の個人情報（住所・氏名・電話番号など）については，本講
習の運営上必要なこと以外には一切使用いたしません。また，申込者の個人情報の漏洩
等がなされないよう，国立教育政策研究所において適切に安全管理に努めます。  



様式２（Ａ４判） 
 

 

勤 務 証 明 書               
 
 
  氏  名 
 
    生年月日 
 
 
 上記の者は，本        に下記のとおり勤務していたことを証明する。 
 

 
記 

 

 
期 間      職 名      職 務 内 容        

 

昭和・平成  年  月 

昭和・平成  年  月 

（  年  か月） 

  

昭和・平成  年  月 

昭和・平成  年  月 

（  年  か月） 

  

昭和・平成  年  月 

昭和・平成  年  月 

（  年  か月） 

  

   
 
 
  平成  年  月  日 

 
 
                           所属長職・氏名                印 
 
 
 

 
 
 ＜備考＞ 
  １．この証明書は，社会教育主事講習等規程第２条の第３，第４，第５号該当者 
   のみ添付してください。 
 
  ２．「職名」欄には，発令されたとおりの職名を記入してください。 
 
    ３．「職務内容」欄には，従事した職務の内容について，企画及び立案した事業名

を挙げるなど具体的に記入してください。 



 
様式３（Ａ４判） 

 
 
 

社会教育主事講習単位修得認定申請書 
 
 
 
 下記の表第４欄に掲げる事由を証する書類を添えて次の通り申請いたします。 
 
 
 
 
                                                   平成  年  月  日 
 
 
  国立教育政策研究所長  殿 
 
 
 
                     氏 名             印 
 
 

  ふ り が な        
１．氏 名        

 

 

 
生 年 月 日 

 

２．住 所        

〒 

  

    認定を希望する 
３． 
    科目及び単位数 

 

    申 請 事 由        
４．    及  び  
    適 用 条 件        

 

５．備 考        

 

 
＜備考＞ 

 第４欄に掲げる事由を証する書類について 
 
 （１）大学において，社会教育主事講習の科目に相当する科目の単位を修得した場合は，
   その単位修得証明書を添付してください。 
 
（２）国立教育政策研究所が認める講座及び文部科学省認定社会通信教育の「生涯学習 

   ボランティアコース」を修了した場合は，修了証明書の写を添付してください。



 
様式４（Ａ４判） 

 
 
 
 

社会教育主事講習単位修得証明書  
 
 
 
     氏  名 
 
 
 
     生年月日 
 
 
 
 
 

上記の者は，社会教育主事講習の下記の科目の単位を修得したことを証明する。 
 
 
 

記 
 
 

（科目名）        （単位数）      （修得年度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
                    平成  年  月  日 
 
 
 
                    実 施 機 関   印 
 



 
様式５（Ａ４判） 

                                                                   
              

受講動機について  

                                                                
             

氏   名   

都道府県名   

所属・職名   

 
 

【記入欄】  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜記入上の留意点＞  

 
※ 社会教育主事講習［Ｂ］の受講を希望した理由を３２０字～４００字で 
 記入してください（今後，講習で得た成果をどのように社会教育に役立
  てたいのかを必ず含むこと）。 

  
※ 記入後は，文字数について必ず確認してください。 
 

 ※  過去に本講習の受講経験がある方は，今回提出する必要はありません。 
 

※  パソコン等を使用する場合は，「ページ設定」を次のスタイルに設定  

    して記載してください。 
 

         
    用 紙：Ａ４判縦  

       文字組：横書き  

       文字ポイント：１０．５ポイント  

       字体（フォント）：ＭＳ明朝 
       字末：「だ。」「である。」（常体文） 
 



 
様式６（Ａ４判） 

 
 
 

推 薦 書               
 
 
                                                       平成  年  月  日 
 
 
 国立教育政策研究所長 殿  
 
 
                                      都道府県教育委員会教育長  印  
 
 
 

 
平成２９年度社会教育主事講習［Ｂ］受講者の推薦について 

 
  このことについて，下記の者を推薦します。 
 
 

記 
 
 

通し

番号 
所 属 ・ 職 名 氏名  

所属

種別 

    

    

    

    

    

    

    

    

 

【御連絡先】 

御担当課名：                      

御担当者名（ふりがな）：                

電話番号：                       

メールアドレス：                    

書類発送先〒：                     

書類発送先住所：                    

  



　【社会教育実践研究センター】
　東京都台東区上野公園１２－４３
　ＴＥＬ：０３－３８２３－０２４１
　ＦＡＸ：０３－３８２３－３００８
　ＪＲ鶯谷駅（南口）から　 徒歩１０分
　ＪＲ上野駅（公園口）から　 徒歩１５分

　ﾒﾄﾛ根津駅（出口１）から 徒歩１７分
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●
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